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質問 

順番 

議席 

番号 
議員氏名 質問事項及びその要旨 答弁者 

１ １０ 渡 辺 ふさ子 教育環境整備について 

１．小中学校の猛暑による熱中症対策について 

 ⑴ 来夏までのエアコン設置数について 

  ① 何教室分を考えているか。 

② 年次計画をどのように進めていくのか。 

 ⑵ 教室に直射日光が入らないような対策について 

  ① 緑のカーテンの取組を推進してはどうか。 

  ② 「すだれ」「ひさし」の設置を考えてはいか

がか。 

  ③ 遮光性の高いカーテンに変更してはどうか。 

 ⑶ 暑さ指数（ＷＢＧＴ）の測定について 

① 湿度・熱環境（日射・輻射）・気温の３つを総

合して、暑さ指数を測る測定器は各学校にどの

ように設置され、どのように活用されているの

か。 

② 暑さ指数が 28℃（厳重警戒）を超えると熱中

症患者が著しく増加するというデータもある

が、今夏のこれまでの測定値で 28℃を超え、授

業に支障があった日数はどのくらいあったか。 

③ 保健室の利用など、子どもたちの状況につい

て伺う。 

２．就学援助の入学準備金の前倒し支給について 

 ⑴ 平成30年度の中学校入学生徒への支給について 

① 人数を伺う。 

② 前倒し支給による保護者からの反応はどう

か。 

③ 前倒し支給による問題点はあったか。 

 ⑵ 小学校入学児童への入学準備金の前倒し支給に

ついて 

① 他自治体の動向で何か問題となる情報はあっ

たか。 

② 31 年度の入学児童から入学準備金の前倒し支

給を行うべきではないか。 

３．学校給食について 

⑴ 給食費の管理は、各学校長が管理をする私会計

になっている。学校の働き方改革の教員の事務負

担軽減策の１つとしても、学校給食の実施主体で

ある自治体が財政面でも責任を負う公会計化にす 

市 長 

教育長 
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(続) １０ 渡 辺 ふさ子 べきではないか。 

 ⑵ 給食費の滞納相談は、どのように行っているの

か。 

⑶ 保護者の負担軽減や少子化対策など地域の活性

化を目指す施策として、給食費の補助を実施すべ

きではないか。 

⑷ 「義務教育は、これを無償とする。」の憲法の理

念や、給食は食育との観点から、給食費を無償化

してはどうか。 

市 長 

教育長 

仙台空港の運用時間延長について 

１．住民説明会について 

 ⑴ ９月３日に「仙台空港周辺まちづくり協議会」

に説明会があったと報告があったが、どのような

意見が出されたのか伺う。 

 ⑵ 市街地でも度々、飛行機の騒音を感じる。海側

への離発着の優先滑走路方式の遵守や住宅地上空

を飛行しない確認書も守られていないと感じる。

市域全域を対象に住民説明会を行うよう、求める

べきではないか。 

２．睡眠障害などの健康調査を現状から継続的に行い、

データを蓄積していくよう、求めるべきではないか。 

３．「仙台空港の運用時間延長に関する基本的な考え

方」について見解を伺う。 

⑴ 地域との対話の進め方として、知事、名取・岩

沼両市長、仙台国際空港社長の４者協議会と地元

説明会を「合意まで繰り返し実施していく」と考

え方が示されているが、時間延長の結論ありきで、

説得を重ねていくということにならないよう留意

すべきと思うがどうか。 

⑵ 日本にある 23 の拠点空港のうち、24 時間運用

は、国土交通省が管制している空港では８空港で、

そのうち北九州空港を除く７空港はいずれも

1,000万人を超える乗客数がある。仙台空港の平成

29年度の乗客数は年間343万人で全国10番目であ

り、20年前から 300万人前後という水準が続いて

いる。北海道新幹線が 2030年度末に札幌までつな

がれば、今 60万人の札幌行き便の利用は半減する

可能性がある。便数を増やせば乗客数が増えると

いう単純なものではない。2044 年度の年間旅客数

550万人は根拠のない数値ではないか。 

⑶ 空港24時間化は国際貨物便の就航なしには意味 

市 長 
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(続) １０ 渡 辺 ふさ子 がない。現在の仙台空港では国際貨物は平成 28年

度で 262 トン。１日当たり１トン弱しか運んでお

らず、国際貨物便が就航できるロットでは到底な

い。劇的に輸出入が増加するとも考えられない。

24 時間ありきで、理由付けにしているとしか思え

ないがいかがか。 

⑷ 運用時間を延長すれば、空港への交通アクセス、

宿泊施設なども対応が必要になり、警備体制強化、

青少年の非行防止などの対策も必要になるので、

そのための投資や経費が求められる。過大な目標

に固執すれば、際限のない税金投入を招く結果に

なりかねないのではないか。 

⑸ 「空港が 24時間開いていることは悪天候対応な

ど航空会社の安心感につながる」との岩井社長の

発言があったが、周辺の住民や市民の「静かな時

間」「業界の利益よりも人権を守ること」の方が重

要と考えるがどうか。 

 ⑹ 航空機騒音の評価指数Ｌｄｅｎについて、夕方

の騒音値を３倍、夜間の騒音値を 10 倍に重み付け

して評価し、そのエネルギー合計を 1 日（24 時間

＝86,400 秒）で平準化して 1 日当たりのＬｄｅｎ

値を算出していると付属資料に説明がある。夜間に

日中の 10 倍の騒音をどう感じ、睡眠への影響を考

えるべき数値を 1 日の平均値でしか示さないのは

実態を反映していると言えないのではないか。 

市 長 

２ １１ 佐 藤 一 郎 仙台空港の運用時間延長について 

県は、8月 27日の全員協議会において、東北経済の

活性化と地域の持続的な発展を支えていくため、交流

人口の拡大が必要である。東北の空の玄関である仙台

空港は極めて重要な公共インフラであり、かつ、拠点

空港として将来的に 24時間化を目指すべきとして、仙

台空港の運用時間延長について説明を行った。 

仙台空港の運用時間延長について、市の基本的な考

え方を伺う。 

１．仙台空港運用時間延長について、市の見解を伺う。 

２．市政報告では「仙台空港との共栄」とあるが、ど

のような共栄を考えているのか伺う。 

３．市政報告では、「多くの住民の皆様の御意見をい

ただきながら」とあるが、市民の意見をどのように

して把握するのか見解を伺う。 

市 長 
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(続) １１ 佐 藤 一 郎 ４．仙台空港周辺の活性化は、どのように取り組むの

か伺う。 

５．今後のスケジュールは、どのようになるのか伺う。 

市 長 

３ ４ 植 田 美枝子 小中学校のエアコン整備について 

１．市政報告で、来年の夏を目標に早急な整備を進め

るとあるが、具体的には、小中学校８校の教室全て

に整備するという考えか。 

２．保護者からの設置要望は、以前からあったのか。 

３．設置に向けて、調査の必要はあるのか。 

４．買取りとリース、どちらでも「学校施設環境改善

交付金」の３分の１の補助があるのか。 

５．今年８月末に文部科学省が 2,414 億円を来年度予

算に概算要求する方針を決定したことを踏まえる

と、全国の多くの学校がエアコンの整備に向かうこ

とが考えられる。一刻も早いエアコンの確保が必要

と考えるがどうか。 

市 長 

教育長 

障害者雇用について 

１．当市の職員数で、法定雇用率を満たすには、何人

の雇用が必要か。 

２．法定雇用率が平成 30年４月１日から変更になった

が、どのように対応したのか。 

３．現在の雇用は何人で、常勤・非常勤の内訳はどの

ようか。 

４．採用に際して、障害者手帳の確認はしてきたのか。 

５．常勤の雇用枠を設けているのか。 

市 長 

仙台空港との共栄について 

１．24 時間運用に向けての説明会の中で、騒音問題は

空港周辺に限らずかなりの地域で確認されていると

認識したが、市の認識を伺う。 

２．市政報告で「多くの住民の皆様の御意見をいただ

きながら多角的かつ慎重に検討を進める」とあるが、

具体的にどこの住民と考えているのか。 

３．「仙台空港周辺まちづくり協議会」を構成する地

域は、現在どこか。 

４．協議会のあり方を見直す必要があると思うがどう

か。 

５．県に対して、騒音定点測定の場所を増やすことを

提案してはどうか。 

６．海側への離陸、また、海側からの着陸を徹底する

ように要望してはどうか。 

市 長 
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４ ９ 須 藤   功 仙台空港周辺地域環境整備基金について 

１．仙台空港周辺地域環境整備基金の内容について 

⑴ 大震災前は５億円、平成 29年度末で４億円もあ

る基金積立ての経緯を伺う。 

⑵ 基金の使用方法に制約はあるのか。 

⑶ 基金を使用できる地域はどこか。 

⑷ 具体的な使用実績について伺う。 

⑸ 補助比率はどうなっているか。 

２．仙台空港周辺地域環境整備基金の今後について 

⑴ 仙台空港周辺地域環境整備基金の使途は、これ

まで空港周辺を指してきた。宮城県が示した騒音

シミュレーションでは、矢野目地区の他に志賀・

小川・長岡地区が高い数値を示していた。今後の

活用をどう考えるか。 

⑵ 仙台空港滑走路延長上にある志賀・小川・長岡

地区も、空港周辺として見直し、空港周辺地域に

加える良い機会ではないか。 

⑶ 今後の仙台空港運用時間延長に伴い、基金活用

を今の内容から市内全域に拡大するなど変更する

ことは考えているか。 

⑷ 仙台空港周辺地域環境整備基金は、財政調整基

金に組み入れ、岩沼市民のための財源として活用

することが望ましいのではないか。 

市 長 

５ ２ 菊 地   忍 防災対策について 

１．台風が多発する中で、市としての対策を伺う。 

⑴ 災害発生時の市民への連絡手段を伺う。 

⑵ 各自主防災組織の連絡網の確立状況を伺う。 

⑶ 市及び自主防災組織における連絡手段につい

て、ＬＩＮＥ＠（地方公共団体無償プラン）やメ

ーリングリストの活用を検討してはどうか伺う。 

⑷ 防災アプリのダウンロード数を伺う。 

市 長 

保育士及び介護士の人材確保について 

１．保育士の処遇改善策について伺う。 

⑴ 厚生労働省が取り組んでいる待機児童を解消す

るための施策によって、市ではどのような成果が

見られたか伺う。 

⑵ 市における保育士の人材確保状況を伺う。 

⑶ 保育士の処遇改善について成果を伺う。 

２．介護士の処遇改善策について伺う。 

⑴ 介護職員処遇改善加算制度を活用した成果を伺

う。 

市 長 
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(続) ２ 菊 地   忍 ⑵ 市における介護士の人材確保対策について伺

う。 

⑶ 介護士の処遇について成果を伺う。 

３. 保育士及び介護士の人材確保や処遇改善に際し

て、各種制度や助成金等を活用するに当たり、様々

な手続や報告業務が発生し小規模企業にとっては大

変な業務になっているという事情をどのように把握

し、考えているのか伺う。 

市 長 

６ ７ 布 田 恵 美 環境保全対策について 

１．朝日山公園の環境保全について 

 朝日山公園は市民のみならず、近隣の市町村から

の利用者も多く見られる。桜の名所としても有名で、

「宮城の自然 100選」の１つとして選定されており、

憩いの場、健康維持の場として広く愛されている公

園である。しかし、最近では「公園内の樹木や除草

などが以前に比べて荒れているのではないか。」と

いう市民の声も届いている。 

⑴  このような市民の声は市に届いているのか伺

う。 

⑵  市としての認識を伺う。 

⑶  公園内には特定外来生物アレチウリの発生や、

マメ科のクズも繁茂している。特定外来生物は繁

殖力も強く、田畑への影響も心配されるが、その

対応策を伺う。 

⑷  市民団体と共に地域や家族での環境保全活動

への参加を呼びかけ、子どもたちの自然学習や環

境保全学習のきっかけにつなげてはどうか伺う。 

２．海岸清掃活動を通じた海洋環境保護意識向上につ

いて 

昨今、海洋汚染や海岸への漂着物（プラスチック

廃棄物、不法投棄物など）が問題となり、海洋生物

への影響も懸念されているところである。太平洋に

面した岩沼、阿武隈川の河口に位置するまちとして

取り組むべきことや、進められることがあるのでは

ないだろうか。 

⑴  以前、市民をあげての海岸清掃活動を行ってい

た時期には、ボランティア活動団体や町内会、子

ども会、企業などが集い、一斉清掃に取り組んで

いた。低年齢のうちから活動に参加することで環

境保全への意識醸成や、郷土への思いを養うこと

につながる、とても良い活動だったと思う。そこ 

市 長 

教育長 
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(続) ７ 布 田 恵 美 で、市民参加の海岸清掃作業の再開を検討しては

どうか伺う。 

⑵  相野釜地区周辺の清掃、除草を月に２回、継続

的に行っている市民団体があると聞く。そのよう

な団体と連携し、市民全体に呼びかけて海岸清掃

を行ってはどうか伺う。 

⑶  現在22自治体から構成される阿武隈川サミット

がある。河口に位置する市として、沿岸部以外の

阿武隈川沿いの自治体にも海岸の現状などについ

て共有してもらえるよう取り組んではどうか伺

う。 

市 長 

教育長 

岩沼市の産業振興について 

１．仙台空港運用時間延長が取り沙汰される中にあり、

岩沼市の地名が様々なメディアに登場することも多

くなっている。この機会を逃さず、市の情報発信を

積極的に行い、新たな企業の進出につなげていくべ

きと考える。また「市内にどんな事業所があって、

どんな業務を行っているのか分からない。知る機会

がほしい。」という市民、児童の声もある。将来の

岩沼を担う子どもたちが地元企業を知る場も必要で

はないだろうか。 

 ⑴ 工業見本市の開催について 

① 以前、勤労者活動センターを会場に工業見本

市を開催していた。当時は市内の事業所が一堂

に会して、自社の製品や企業の取組を展示して

いた。現在、工業見本市は開催されていないが、

その間、震災を経て再建して歩みだしている企

業、新たに市内に事業所を開設している企業も

ある。市民のみならず、岩沼にある企業や事業

所を知ってもらう機会として工業見本市を再開

してはどうか伺う。 

② 「（仮称）岩沼ふるさと市」として、市内の

中小企業や飲食業なども参加した形での開催も

考えてはどうか伺う。 

市 長 

７ １４ 長 田 忠 広 防災・減災対策について 

１．７月８日に実施した総合防災訓練について 

⑴ 防災訓練全体の総括について伺う。 

⑵ 小中学生の参加方法の総括について伺う。 

⑶ 次年度は市内全校の小中学生も地域の方と一緒

に参加する形で防災訓練を実施してはどうか伺う。 

市 長 

教育長 
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(続) １４ 長 田 忠 広 ２．避難所対策について 

⑴ 発災直後の初動期を乗り切るための組織づくり

について進捗状況を伺う。 

⑵ 避難所ごとの避難所運営マニュアル作成につい

て進捗状況を伺う。 

⑶ これまで土砂災害の発生のおそれがある際に避

難所とされた西公民館、勤労者活動センターでの

組織づくりに取り組んではどうか伺う。 

３．指定避難所の環境整備について 

⑴ 公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）を整備してはど

うか伺う。 

⑵ トイレの洋式化を進めてはどうか伺う。 

４．災害時要配慮者支援について 

⑴ 対象者の把握と情報共有について現状を伺う。 

⑵ 災害時要配慮者のサポート体制について進捗状

況を伺う。 

⑶ 災害時要配慮者の避難支援訓練を行ってはどう

か伺う。 

５．洪水ハザードマップの活用について 

⑴ 洪水ハザードマップの活用方法を周知するため

に、住民説明会を開催してはどうか伺う。 

⑵ 地域と連携して地域別洪水ハザードマップを作

成してはどうか伺う。 

６．災害時における井戸水等を活用した施策について

進捗状況を伺う。 

７．浸水対策として土のうを提供する土のうステーシ

ョンについて進捗状況を伺う。 

市 長 

教育長 

８ ３ 髙 橋 光 孝 防災ラジオについて 

１．防災ラジオの配布数について伺う。 

⑴ 土砂災害危険区域などでの無償配布数を伺う。 

⑵ 有償で購入された数を伺う。 

２．一般家庭以外に公共施設などに設置している所は

何か所で、主にどのような施設に設置しているのか

伺う。 

３．企業や店舗など、市民が多く集まっている所にも

無償配布してはどうか伺う。 

４．高齢者のみの世帯にも無償配布してはどうか伺う。 

市 長 

消防広域化について 

１．現岩沼市消防職員の待遇・福利厚生に変化は生じ

るのか伺う。 

⑴ 広域化により、現岩沼市消防職員はどの程度、 

市 長 

消防長 
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(続) ３ 髙 橋 光 孝 亘理町・山元町勤務となるのか伺う。 

⑵ 亘理町・山元町勤務になった場合、宿直時など

勤務環境が悪化することはないのか伺う。 

２．広域化による消防団編成について伺う。 

 ⑴ 岩沼市の消防団編成に影響があるのか伺う。 

⑵ 連合演習・水防訓練などは、今後は名取市とで

はなく、亘理町・山元町と行うようになるのか、

又は２市２町で行うのか伺う。 

市 長 

消防長 

９ ５ 佐 藤 淳 一 公共施設の使用料について 

１．使用料の現状について 

⑴ 使用料の基本的な考え方について伺う。 

⑵ 使用料の設定について 

① 設定（算定）の根拠、基礎となっているもの

は何か伺う。 

② 受益者負担率について 

ア 負担率の設定について、基本的な考え方と

方針について伺う。 

イ 施設ごとの受益者負担率について、統一し

た基準があるのか伺う。 

③ 使用料の改定等を検討する委員会などで見直

しを検討していたことがあったと聞いている

が、検討内容はどのようなものだったのか。ま

た、使用料について改定を検討していく考えは

あるのか伺う。 

２．今後の方針について 

⑴ 各種人口予測や市の方針によれば、岩沼市の人

口は減少することが想定され、高齢化も進んでい

くものと思われる。このような将来予測のもとで、

公共施設の使用料はどのようにあるべきと考えて

いるか伺う。 

⑵ 使用料の設定について 

① 使用料の設定（算定）については、その根拠

が合理的で客観的そして明確なものでなければ

ならないと考えるが、今後の方針をどう考えて

いるのか伺う。 

② 施設を利用する市民と利用しない市民との負

担の公平性や施設の公共性を考え、受益者負担

（率）を変えていくべきと考えるが、どのよう

に考えているか伺う。 

③ 現在、無料で提供している公共施設の使用料

について、特段公共性が高いとは思われない公 

市 長 

教育長 
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(続) ５ 佐 藤 淳 一 共サービスについては有料化すべきと考えるが

どうか伺う。 

④ ファシリティマネジメントの観点から、同種

の新しい施設が建設された際、解体されずに残

された旧施設に関しては、使用料（受益者負担

率）の割増をするべきと考えるがどうか伺う。 

⑶ 市民参加と定期的な使用料の見直しについて 

① 新たな施設の建設時や使用料の改定時などに

は、使用料設定の透明化を図るため、利用者や

市民を交えた会合を開くなど市民参加を原則と

してはどうか。また、その際には、施設の管理

運営にかかる費用など、使用料設定の基礎とな

る情報の提供を行うべきと考えるがどうか伺

う。 

② ファシリティマネジメント、さらには持続可

能な施設運営を行っていく観点からも、公共施

設の受益者負担に関する基本的な方針を定め、

５年程度を目安として、定期的な使用料の見直

しを行っていくべきと考えるがどうか伺う。 

市 長 

教育長 

１０ １ 佐 藤 剛 太 教育環境の充実するまちについて 

１．岩沼西小学校屋内運動場について 

⑴ 老朽化した同施設の改修、改築を検討するため

の劣化調査の結果を伺う。 

⑵ 改築ではなく長寿命化改修のメリットは何か伺

う。 

⑶ 財源は、どのように考えているのか伺う。 

⑷ 長寿命化改修は、どのようなことに配慮して行

うのか伺う。 

⑸ 長寿命化の設計・改修スケジュールについて伺

う。 

⑹ 改修工事中の教育活動の保障について伺う。 

２．今後の学校施設長寿命化計画について 

⑴ 平成28年に学校施設長寿命化計画が策定された

が、学校施設を維持していくために計画期間の 10

年間でどの程度の経費が必要になるのか伺う。 

⑵ 気候やニーズが変わる中で、今後どのように計

画を進めていくのか伺う。 

３．施設整備による教育環境向上について 

⑴ 学校トイレの洋式化について 

① 現在の進捗率を伺う。 

② 今後のスケジュールと完了時期を伺う。 

市 長 

教育長 
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(続) １ 佐 藤 剛 太 ⑵ 小中学校へのエアコン設置について 

① 現在の小中学校のエアコン設置率を伺う。 

② 市政報告に来年の夏を目標に早急な整備を進

めるとあるが、財源はどのように考えているか

伺う。 

市 長 

教育長 

１１ ８ 酒 井 信 幸 中学校の部活動等のあり方について 

１．教員の働き方改革について 

⑴ 平成 29年第 2回市議会定例会の同僚議員の一般

質問で、小･中学校教員の勤務実態の報告があった

が、現在の状況を伺う。 

⑵ 中学校の部活動を担当する教員の勤務実態につ

いて伺う。 

⑶ 現在、中学校の部活動の活動時間について伺う。 

２．中学校の外部指導者について 

⑴ 現在、何名登録されているのか伺う。 

⑵ 外部指導者の待遇について伺う。 

⑶ 外部指導者に何を求めるのか伺う。 

３．中学校の部活動指導者について 

⑴ 文部科学省では、来年度予算の概算要求に部活

動指導員を１万 2,000 名配置する経費として、13

億円を盛り込む方針を決めた。市では部活動指導

員の配置を考えているのか伺う。 

⑵ 部活動指導員の配置を考えている場合、何名の

人数が必要となるのか伺う。 

⑶ 部活動指導員を配置する場合、身分はどう考え

ているのか伺う。 

４．部活動のあり方について 

⑴ 部活動の活動制限に地域のスポーツ指導者から

多数の戸惑いの声を聞くが、どのように思うか。 

⑵ 土、日、祝祭日開催の各種スポーツ大会等へ参

加する場合、外部指導者や保護者の引率で参加す

ることはできるのか伺う。 

教育長 

１２ １５ 飯 塚 悦 男 広域行政・連携について 

１．亘理地区行政事務組合について 

⑴ ごみ、し尿処理は名取市、岩沼市、亘理町、山

元町の２市２町で構成する亘理名取共立衛生処理

組合で行っている。亘理地区行政事務組合に岩沼

市の消防事務が加わり、名取市消防本部が加わら

ないことについて、市長の見解を伺う。 

⑵ 名取市消防本部及び消防団との今後の関わりに

ついて伺う。 

市 長 

消防長 
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(続) １５ 飯 塚 悦 男 ⑶ 運営計画に構成市町の亘理町、山元町消防団と

合同訓練等を行い、連携体制の向上に努めるとあ

るが、消防団の負担とはならないか。 

⑷ 亘理地区行政事務組合は火葬場の設置、管理及

び運営も行っている。将来的には火葬業務も１市

２町又は２市２町でやるべきではないか。 

２．人口減少に伴い、近い将来財源不足が生じる。単

独自治体で大規模公共施設を運営することは難しく

なるが、陸上競技場、武道館、パークゴルフ場等は

近隣自治体との共同運営を考えるべきではないか。 

３．観光の広域での取組として、県南４市９町の県南

ＤＭＯ、２市２町の名亘地場産業振興協議会、６市

３町の仙台松島復興観光拠点都市圏等があるが、市

としてはどのような形で連携していくのか。 

４．農業の振興、６次産業化等を推進するには行政と

ＪＡは協力、連携していかなければならない。今年、

仙南地区４ＪＡ（みやぎ仙南、みやぎ亘理、名取岩

沼、岩沼市）合併が見送りとなった。市長の見解を

伺う。 

市 長 

消防長 

 


